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１（８） 観測研究基盤  
            

                 「観測研究基盤」計画推進部会長 鶴岡 弘 

                            （東京大学地震研究所） 

副部会長 松島 健 

（九州大学） 

     

６．観測基盤と研究推進体制の整備  

（１）観測研究基盤の開発・整備 

ア．観測基盤の整備  

防災科学技術研究所は，陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）及び首都圏地震観測網

（MeSO-net）を安定して運用することにより，地震・低周波地震・超低周波地震・スロー

スリップイベントについてイベント検出，震源位置・震源メカニズム解・断層モデルの推

定，余震活動の予測等を継続して行った。2024 年８月８日 16 時 13 分頃に日向灘で発生

した Mj7.1 の地震は，Hi-net 初動解及び 3D CMT 解析の結果から逆断層型であり，沈み込

むフィリピン海プレートに沿う低周波地震（VLF）活動域深部に位置する地震活動域で発

生していることを示し，強震波形記録を用いた震源過程のインバージョン解析から，最

大すべり量は 3.9m で，主たる破壊は破壊開始点から南西へ進行したことを示した。N-net

および DONET で観測された水圧記録において，最大振幅は 2～3 ㎝であり，Global CMT 解

に基づく津波理論波形と概ね一致した。一方，Hi-net の３成分合成波形エンベロープか

ら地震発生後 10 日間のエネルギー輻射量（4～20 Hz）を推定したところ，本震のエネル

ギー輻射量に対する余震からの積算エネルギー輻射量の割合は 2.2％であることがわか

った。N-net においては，沖合システムと沿岸システムの２つのシステムのうち，沖合シ

ステム 18 台については昨年度に海底への敷設工事を終了し，今年度７月より試験運用を

開始した（防災科学技術研究所[課題番号:NIED05]）。気象庁は，地震観測網や地殻変動

観測網などの観測基盤を維持し，関係機関の地震観測データの一元的処理結果を関係機

関に提供を行った。南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会や地震調査委員会におい

て報告を行った。震源データについて 2023 年３月までの精査後の震源データ（確定値）

を公開した（気象庁[課題番号：JMA_05]）。また，潮位の連続観測を継続して実施し，約

1/3 の地点の観測装置を更新した（気象庁[課題番号：JMA_06]）。柿岡，女満別，鹿屋及

び父島での地磁気４成分観測を実施し，陸域，海域での磁気測量をはじめ，大学等による

電磁気的観測研究あるいは幾つか提案されている日本域における標準的な磁場モデルの

算出方法の検証・改良を進めるために，高精度の地磁気基準値を提供し，地磁気観測所ホ

ームページで公開している（気象庁[課題番号:JMA_07]）。全国４か所の火山監視・警報

センター（以下，各センターという）において，常時観測火山（50 火山）に対して，地

震計，空振計，GNSS，監視カメラ等により，連続的な監視観測を継続しており，11 月に

火山監視・情報センターシステム（VOIS※）を更新し，火山監視等の機能強化を図った

（気象庁[課題番号：JMA_08]）。国土地理院は，平均 20km 間隔での GNSS 連続観測が可

能となるよう，電子基準点の維持・管理を行った。令和６年８月８日の日向灘の地震等，

複数の地震で地殻変動を検出するとともに，硫黄島，岩手山など複数の火山において火

山活動に伴う地殻変動等を検出した。また，南海トラフ地震想定震源域のプレート境界
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において発生するゆっくりすべり（スロースリップ）現象に伴う非定常的な地殻変動を

検出した。これらのモニタリング結果は，速やかにホームページなどで公表するととも

に，地震調査委員会，火山調査委員会等に報告した（国土地理院[課題番号：GSI_02]）。

日本全域の定常的な地殻・地盤変動を把握するため，ALOS-2 の観測データを用いて SAR

干渉解析及び干渉 SAR 時系列解析を行った。国内の火山を対象とした解析結果（干渉解

析８火山，干渉 SAR 時系列解析 91 火山）は，火山調査委員会において火山活動の評価に

活用された。さらに，2024 年７月に打ち上げられた ALOS-4 の観測データの活用に向け，

宇宙航空研究開発機構（JAXA）と協力して観測データの検証を行った。2024 年５月頃か

ら火山活動が活発化した岩手山において解析を実施した。その結果，大地獄谷周辺に膨

張を示す衛星に近づく変動が検出された（図１）。この結果は，気象庁において火山噴火

警戒レベルの引上げの判断に活用され（国土地理院[課題番号：GSI_03]）。また，全国の

活動的な火山について，航空機 SAR による観測を２火山で実施し，噴火前の状況を把握

した（国土地理院[課題番号：GSI_04]）。海上保安庁は，下里水路観測所において SLR の

国際共同観測を継続し，日本周辺を含めた（海上保安庁[課題番号：JCG_01]）。全国 20

カ所の常設験潮所において潮汐観測を実施し，国土交通省水管理・国土保全局および港

湾局，国土地理院，気象庁と連携し，験潮データをリアルタイムでインターネットにより

公開した（海上保安庁[課題番号：JCG_02]）。 

 

イ．観測・解析技術の開発  

 弘前大学において，並列差分法地震波動場計算ソフトウェアOpenSWPCの高度化を継続

的に実施し，標準Fortran文法を用いたGPU化についてその性能を検証した。この方法は

計算コード中の多重doループをFortran2018の標準文法 do concurrentに置き換えるこ

とで，そのループ内の計算をGPUにオフロードするというものである。OpenSWPCの時間発

展計算のカーネル部分を切り出したテストコードにおいてこの方法を実装して速度評価

を行ったところ，ワークステーションにおけるCPU（Intel Core i9）に対するGPU（NVIDIA 

RTX4070 Ti）と，東京大学情報基盤センターのWisteria/BDEC-01シミュレーションノー

ド群CPU（Fujitsu A64FX）に対する学習ノード群GPU（NVIDIA A100）で，それぞれCPU対

GPU比で5倍から10倍の計算性能を達成した（弘前大学[課題番号：HRS_02]）。東北大学に

おいては，2024年能登半島地震の震源断層モデルを国土地理院GEONETデータ，SB点デー

タ，大学のキャンペーン点データおよびInSARデータを併用して推定した。SB点を用いる

ことで特にInSARデータでは感度がない南北成分の変位を含めて高い空間分解能で得る

ことに成功し，それらから地震時断層すべりを推定することで能登半島北岸下の２箇所

に大すべり域が存在することをあらためて示した。さらに震源分布等との比較から，断

層面がリストリックな形状をしている可能性を考慮した断層モデルも構築し，それらに

よっても観測データをよく説明できることを示した（東北大学理学研究科[課題番号：

THK_12]）。ウェーブグライダーの長期安定運用のためには，転覆時にGNSSアンテナが水

没し位置データが途切れる問題を，加速度データを積分することで内挿し，転覆時の詳

細なウェーブグライダーの挙動の再現に成功した。また，ウェーブグライダーは波によ

る推進速度が海流より小さくなければ，時間はかかっても指示した通りの航跡で進むこ

とが可能であるが，海流が強い場合ヘディングは必ずしも進行方向を向かず，荒天時に

転覆しづらいとされる波向に対して直交させるコース取りが有効に機能していないこと
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を示した（図２，東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID06]）。東京大学地震研究

所においては，地震計・小型絶対重力計のセンサに関して，複数のセンサを光ファイバで

接続し信号取得や長距離伝送を行うための技術開発を光通信分野の研究機関やメーカー

と連携して実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_20]）。三陸沖光ケーブル式海

底地震・津波観測システムの予備光ファイバおよび新潟県粟島周辺に設置されている海

底ケーブル地震観測システムのファイバに，DAS計測を適用することによって，空間的に

高密度の海底地震観測を引き続き実施し，仏国FOSINA社のDAS観測装置を用いた観測を実

施した（図３，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_21]）。これまで国内で行われたDAS

観測の多くはリジッド海底ケーブルを用いており，ルース光海底ケーブルを用いたDAS観

測は余り行われていない。そのため，N-netシステムはシステム全体を考慮してルース光

海底ケーブルが用いられている。このような背景の元で，N-net沖合システム串間局側に

おいてDAS計測を実施し観測データの評価を行った（図４，東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_22]）。能登半島に設置した臨時テレメータ観測点を維持し，定常観測点で得ら

れるデータも使用した自動地震検出処理による群発地震活動モニタリングシステムの構

築を開始した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_25]）。超大容量データ・超大規模モ

デル時代に即したデータ解析技術およびモデリング技術開発の準備として(A)深層学習

に基づく地震波形連続データからの地震・微動検出技術，(B)深層学習による画像認識技

術に基づく地震波形画像データからの地震・微動検出技術，(C)機械学習に基づく地震・

微動の時空間分布推定技術，(D)転移学習とデータ同化に基づく地球内部構造モデリング

技術という，本課題の４つの目標を実現するためのアルゴリズムの検討およびそれを具

体的に実装するための準備研究を実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_24]）。

WIN形式データのリアルタイム伝送が機関の枠を超えた全国規模のデータ流通の基盤と

なっていることを踏まえ，伝送系システムの課題抽出，対話検測処理系ソフトウェア群

の機能強化を行なった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_23]）。東京海洋大学におい

ては，令和６年度は10月16～19日にかけて東京海洋大学練習船汐路丸を使用し，房総半

島沖に２点（G26，G27）の新規海底地殻変動観測点の設置を行った（東京海洋大学[課題

番号：TKU_01]）。東京科学大学は，拡散放出CO2自動測定における長時間の観測を可能に

するために小型可搬式自動観測装置をベースに電力供給システムの改良を行い，実装テ

ストを行った（東京科学大学[課題番号：TTT_02]）。名古屋大学は，4G/LTEを用いた小電

力・軽量小型テレメータ地震観測装置の改良開発において，充放電モジュールの追加作

成，充放電モジュールを搭載した開発機（試作機）の継続・仕様検証，防水筐体への組み

込み方法の検討を行い，開発機の実地運用に向けた準備を開始した（名古屋大学[課題番

号：NGY_08]）。海上保安庁は，海溝型地震震源域海底においてGNSS-A 観測を継続して実

施した。日本海溝沿いにおける観測からは東北地方太平洋沖地震の余効変動が続いてい

ることが，南海トラフ沿いにおける観測からはプレート境界固着の影響による地殻変動

が，それぞれ捉えられている（海上保安庁[課題番号：JCG_03]）。 

 

ウ．地震・火山現象のデータ流通  

東北大学は，各大学で保存されている火山観測１次データ（主に地震・測地の地球物理

学的データ）の現状調査とその集約・共有と将来的な JVDN での公開とそれを基にした共

同研究の成果の活性化を目標として，東北大学の火山観測網の連続地震波形データのフ
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ォーマットの調査を行った。1995 年から 1998 年の期間は独自フォーマット，1998 年以

降は WIN フォーマットを用いて収録・保管が行われてきた。これまでにデータの読み出

しを完了していた分に加えて，読み取りエラー等で保留していたメディアの読み出しを

行い，保管されていた連続地震波形データのほぼ全てについてハードディスクへの保存

と整理を完了した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_12]）。東京大学地震研究所は，

観測データ流通網 JDXnet の安定的な運用を継続し，地震データ流通において利用されて

いるデータ交換の MQTT プロトコルのテストを実施した。柏にて接続された東京大学情報

基盤センターの大規模並列計算機を利用したリアルタイム地震データ解析の開発を引き

続き継続した。令和７年３月 26 日にデータ流通ワークショップを開催した（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_26]）。 

 

エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開  

北海道大学は，地殻変動連続観測などの多項目観測データサーバを安定的に運用し，

大学・気象庁等の関係機関からのデータの全国流通・一元化・データ収集・データ公開を

行った（北海道大学[課題番号：HKD_08]）。産業技術総合研究所は，活断層データベース

に表示される活断層図について，従来の縮尺約 20 万分の１からより詳細な縮尺約５万分

の１で表示するための作業と入力システムの改良に関する検討を実施した（産業技術総

合研究所[課題番号：AIST08]）。国土地理院は，「アトサヌプリ」，「樽前山」，「三宅

島」，「青ヶ島」の火山基本図を刊行するとともに，画像データ及び数値データを公開し

た。さらに，東北から九州地方にかけての 43 地区 の土地条件図（数値地図 25000（土地

条件））を公開するとともに，九州・沖縄地方や関東地方の一部のほか，能登地方などの

平野部約 3,400 平方キロメートルの地形分類情報を整備した（国土地理院[課題番号：

GSI_05]）。気象庁は，地震カタログ（震源，発震機構解）を令和４年 10 月から令和５年

３月まで作成し，地震月報（カタログ編）として気象庁ホームページに公開した。南海ト

ラフ沿いの深部低周波地震カタログの作成では，Matched filter 法を用いているが，テ

ンプレートの追加および閾値の調整を行った（気象庁[課題番号：JMA_09]）。海上保安庁

は，南方諸島及び南西諸島の火山の監視観測を行い，調査結果は火山噴火予知連絡会及び

火山調査研究推進本部に報告するとともに，海域火山データベースに掲載し公表した（海

上保安庁[課題番号：JCG_04]）。 

 

（２）推進体制の整備  

 気象庁は，三宅島の噴火警戒レベル判定基準について，最近の火山活動の状況を踏ま

えた基準に見直すとともに，住民の避難等が必要になる山腹噴火について，警戒が必要

な範囲の考え方を整理した。令和６年１１月から，火山活動に関する科学的助言を得る

ための火山情報アドバイザリー会議の運営を開始した。本会議の定例会において，噴火

警報発表について事後検証を行った（気象庁[課題番号：JMA10]）。 

 

（６）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

 九州大学は，地震観測における簡便な設置，データ利用をできる観測システムをより活

用するための改修整備，共用するための環境整備を実施し，システムの活用の重要性の

理解と，従来観測を実施しなかった人材のアクセスを容易にするための貢献を行った（九
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州大学[課題番号：KYU_08]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

観測研究基盤については関係機関による継続的な努力によって適切に維持がなされ，

質の高いデータが連続かつリアルタイムで流通するとともに着実に蓄積され，公開が進

められている。解析システムについても計算機性能等の向上とともに AI 技術なども導入

され，着実に高度化がなされ，その整備が進んだ。また，個々のデータベースについても

着実に整備が進められている。今後は，研究成果を有機的に結合した共有・統合データベ

ースの構築とともに，昨今の情報化技術を活用したデータ連携の仕組み等の構築が期待

される。 
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図１．ALOS-2及びALOS-4観測データを用いた岩手山の火山活動に伴う地殻変動（国土地理院[課

題番号：GSI_03]） 

（左：ALOS-2観測データを用いた解析結果，右：ALOS-2及びALOS-4観測データを用いた解析結果） 

 

 

 
図２．ウェイグライダーの航跡・ヘディング・対水速度から推定した海流との関係（東北大学災

害科学国際研究所[課題番号：IRID06]） 
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図３．仏国FOSINA社の観測装置による三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システムの予備光

ファイバを用いたDAS記録（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_21]） 

この観測装置は，観測後のデータ処理の段階でゲージ長を変更できることが特徴であり，この記

録はゲージ長を300mとしている。震央距離が30km程度のマグニチュード1.0の地震の記録である。

9～50 Hzのバンドパスフィルターを適用した。 

 

 
図４．日向灘に設置されているN-net沖合システムによるDAS観測で記録された地震の例（東京大

学地震研究所[課題番号:ERI_22]） 

地震は2024年８月３日に日向灘で発生した地震の周波数帯抽出データ。深度とマグニチュードは

それぞれ40kmと2.6である。図の横軸は串間局からの距離，縦軸は時間である。暖色は振幅が大き

いことを示している。観測点間隔は10m,ゲージ長は100mである。また，レーザーパルスの発振周

波数は800Hz,であり，記録は200Hzとしている。Ｐ波とＳ波を明瞭に見ることができる。 


